
継続事業

①事 業 名 アジア諸国等派遣留学生制度

②主管課及び （主管課）高等教育局留学生課（課長：黒木 慎一 ）
関係課

③上位施策目標 施策目標９－２ 諸外国との人材交流の推進

④事業の概要 アジア諸国等派遣留学生制度は、アジア、大洋州及び中近東の諸国（以下「アジア諸
国等」という ）に留学生を派遣し、その専門とする分野の研究を行わせ、アジア諸国。
等における地域研究専門家の養成を図るとともに、我が国とこれら諸国との相互理解と
友好親善の促進に寄与することを目的として昭和４３年度に開始された。昭和４３年の
開始いらい約３８０名が派遣され、帰国後、多くの者が地域研究専門家として研究活動
に従事している。

⑤予算額及び 平成１６年度概算要求額： 概算要求なし （平成１５年度予 算 額４８百万円）
事業開始年度 過去５年間の予算総額 ： ２４０百万円

事 業 開 始 年 度： 昭和４３年度

⑥必 要 性 世界各国との友好的な関係の構築は、我が国の繁栄と安定の確保に不可欠なものであ
る。また、民族問題や宗教問題などに起因する地域紛争は今なお世界各地で発生してい
る。特に、２００１年９月に発生した米国同時多発テロ事件以降は、世界規模で一般市
民の社会生活に影響を与えるようになっている。
世界各国との相互理解と友好親善の促進、また、各地域特有の原因から生ずる問題に
対応・解決するためには、当該地域に関する深い知識を有し、地域の状況に精通した地
域研究専門家が必要である。
このため、アジア諸国等における地域研究専門家の養成を目的とする本制度の必要性
は高い。

⑦効率性 ・本事業は本省で実施。文部科学省による長期派遣事業として認識されており、質の高
い学生の派遣が可能となっている
・派遣先からの受入許可等の取り付けは、外務省の協力を得て実施している。

⑧ ⑧得ようとす ・本制度の目的は、アジア諸国等地域研究専門家の養成である。毎年、過去の派遣留学
有 る効果の把握 生の現職調査を実施し、派遣留学生の帰国後の就業状況を把握し、本制度の効果を検証
の仕方（検証 している。
効 の手順）

性

得ようとする ・派遣留学生の帰国後の地域研究専門家としての大学等への就業状況を達成効果の判断
達成効果の達 基準とする。
成見込みの判
断の根拠
（判断基準）

⑨公平性、優先 ・派遣学生は大学を通じて公募され、選考委員会を経て決定されるため、公平性は確保
性 されている。

⑩得ようとする ・地域研究専門家の養成 達成年度
効果及び達成 ・アジア等諸国との相互理解と友好親善の促進
年度 平成２１年度以降

⑪事業継続の適 ・本制度は制度開始以来、その目的である地域研究家の養成に寄与してきたが、平成１
否、改善点等 ６年度概算要求では、我が国の国際競争力を維持や国際貢献等、グローバル化する社会
の今後の政策 に対応できる人材を育成するため、日本人学生等を海外に留学させる制度を新規に要求
への反映方針 している。本制度はこの新派遣制度に吸収される形で廃止する。
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アジア諸 国 等 派 遣 留 学 生 制 度

創設年度：昭和４３年度

対象地域：アジア等地域

対象人数（年間）：１７人

期 間：２年間

専攻分野：留学先の言語、文化、歴史等

旅 費：下級往復航空賃

奨学金：奨学金月額 １００，０００円

一時金（年間）３０，０００円

大学院在学者又は大学卒業後、研究に従事している
３５歳未満の者アジア等地域研究専門家の養成
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